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はじめに

　一般用ポリエチレン管（3種管・PE100　以下、管とする）は、軽量で柔軟性、耐食性、衛生性、長期耐

久性や耐震性に優れる第三世代ポリエチレン樹脂を用い、「海水取水・放流」、「地下水くみ上げ」、「消雪・

融雪」、「工場内冷却水」、「文化財消火」、「小水力発電用導水」等の幅広い用途に使用していただくことがで

きます。また、管と継手を組織的に一体化させるＥＦ接合及びＢＦ接合を採用し、信頼性の高いパイプライ

ンを構築できます。

　日本ポリエチレンパイプシステム協会は、管を管掌する団体として長年にわたり活動してまいりました。

この「技術資料」は、設計施工をご担当される皆様の便に供することを目的としています。この冊子をご愛

読いただき、管の特長を活かした、正しい配管設計をお願いします。
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　一般用ポリエチレン管は、長期耐久性、耐食性・耐酸性、地盤変位追従性・耐震性、等に優れた「PE100

認証取得樹脂」を使用した「第三世代高密度ポリエチレンパイプ」であることと、接合方法に信頼性の高い

ＥＦ（エレクトロフュージョン）接合及びＢＦ（バットフュージョン）接合を採用したことを大きな特長と

しています。

1.1　第三世代高密度ポリエチレンとは

1.1.1　ポリエチレンの分類

　一般にポリエチレン樹脂はその密度により、低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチ

レンの３つに大別されます。また近年、パイプ用途の材料については、ISO 9080＊1 に定められた方法で求

めた長期静水圧強度をもとに分類する方法が主流となっています。これは内圧クリ－プ試験（任意の一定内

圧を負荷したパイプを一定温度で保持し、パイプが破壊するまでの時間を測定する試験）で得られたデ－タ

から、20℃で 50 年間使用可能な一定応力値を予測し、その値によって、グレ－ド分けする方法です。（表

-1.1 参照）

表-1.1　長期静水圧強度に基づくポリエチレンの分類
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1.1.2　ポリエチレンの発達の歴史

　密度による分類と長期静水圧強度による分類の両方の観点から、パイプ用途ポリエチレン樹脂の発達の歴

史を図示すると、表-1.2のようになります。管に使用しているHPPE/PE100 は、発達のステップから「第

三世代高密度ポリエチレン」と呼ばれ、1989 年にヨ－ロッパで開発されて以来、その高い長期静水圧強度

（MRS=10MPa）により配水管用材料として急速に普及が進んでいます。またHPPE/PE100 は、各基本性能

の高さとバランスの良さから、密度による分類の枠を越えた新しいカテゴリーを創造したと高く評価され、

高性能ポリエチレン（HPPE：Higher performance polyethylene）と称されています。

表-1.2　ポリエチレンの発達の歴史



1．特長

－3－

1.1.3　第三世代高密度ポリエチレンの基本性能

　ポリエチレン樹脂のもつ性能は、分子量と分子量分布および結晶構造により大きく左右されます。第三世

代高密度ポリエチレンHPPE/PE100 の開発では、これらの点について次のような改良が行われました。

　（1）分子量と分子量分布（図-1.1 参照）

　　　①分子量領域を増加することで、長期静水圧強度と耐環境応力き裂性を向上。

　　　②低分子量領域をある程度確保することで、耐衝撃性を向上、かつ適度な柔軟性を確保。

　（2）結晶構造（図-1.2 参照）

　　 　結晶構造をつなぐタイ分子を増加することで、結晶部どうしの間でき裂を生じにくくさせ、長期静水

圧強度、耐環境応力き裂性を向上。

　このように開発されたHPPE/PE100 は、長期静水圧強度や耐環境応力き裂性、耐衝撃強度などの性能を、

高次元で融合することに成功しています（図-1.3 参照）。

図-1.1　HPPE/PE100 の分子量分布（イメ－ジ） 図-1.2　HPPE/PE100 の結晶構造（イメ－ジ）

図-1.3　管の基本性能
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1.2　ＥＦ接合とは

　ＥＦ（エレクトロフュ－ジョン）接合とは、内面に電熱線を埋め込んだ継手に管をセットした後、コント

ロ－ラから通電して電熱線を発熱させ、継手内面と管外面の樹脂を加熱溶融して融着することで組織的に一

体化させる接合方法です。

図-1.4　ＥＦ接合のメカニズム
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1.3　ＢＦ接合とは

　ＢＦ（バット融着）接合とは、接合する管や継手の両端面を、加熱されたヒータに同時に密着させて樹脂

を加熱溶融した後、加圧しながら突き合わせて圧着することで組織的に一体化させる接合方法です。

　施工方法の詳細は『施工マニュアル』をご参照ください。

　なお、ＢＦ接合は、内面にも凸部が生じます。僅かですが圧力損失がありますのでご留意ください。

管のＢＦ接合

図-1.5　ＢＦ接合
継手のＢＦ接合
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1.4　管の特長

　　管は次のような特長を有しています。

1．施工性に優れる

　　 金属管と比較して軽量のため取り扱いが容易で

す。また可とう性があるため、埋設部では直管

による曲げ配管ができ、曲管の使用が少なくて

済みます。

2．耐食性・耐酸性に優れる

　　 第三世代高密度ポリエチレンHPPE/PE100 を

使用しており、優れた耐食性を維持できます。

腐食や赤水の心配はありません。

3．長期耐久性を確保

　　 第三世代高密度ポリエチレンHPPE/PE100 は、

20℃で 50 年管使用した場合の周応力が 10MPa

以上有しており、内圧 1.6MPa で 50 年後にお

いて安全率 1.25 の設計強度を有しています

（SDR11 の場合）。

4．耐震性

　　 柔軟で伸びが大きい材料特性と、管と継手が組

織的に一体化構造となるＥＦ接合又はＢＦ接合

により、レベル２地震動だけでなく、地割れや

段差などにより生じる地盤変状に対しても、管

路機能を損なうことなく追従する性質を有しま

す。

5．信頼性の高い接合部強度

　　 ＥＦ接合又はＢＦ接合により組織的に一体化構

造となり、信頼性の高い接合部強度が得られま

す。

6．水理特性に優れる

　　 呼び径に近い内径寸法を採用しているため、優

れた流量特性を維持しています。

7．耐摩耗性に優れる

　　 他のプラスチック管材と比較して、耐摩耗性に

優れています。

8．その他の特長

　　 耐薬品性、耐衝撃性、耐寒性など、従来のポリ

エチレン管の特長をそのまま継承しています。

　　また、耐候性に優れる為、露出配管も可能です。
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　管は、次のような用途の配管材として使用可能です。

表-2.1　管の主な用途

工場冷却水管

原水管

図-2.1　管の用途例

工場排水管

融雪管
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3.1　管および管継手品目表

　管および管継手の品揃えは表-3.1 ～ 3.4のとおりです。

表-3.1　管および管継手品目表　SDR11（公称外径 25 ～ 630）
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表-3.1 のつづき

表-3.2　管品目表　SDR13.6（公称外径 75 ～ 800）
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表-3.3　管および管継手品目表　SDR17（公称外径 75 ～ 800）

表-3.4　管品目表　SDR21 ～ 33（公称外径 75 ～ 800）
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3.2　管・管継手の寸法

3.2.1　管の寸法

　管の寸法は表-3.5から表-3.8のとおりです。

表-3.5　管の寸法　SDR11 ～ SDR33

a

b

c
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表-3.6　管の寸法　SDR11,SDR13.6

a

b
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表-3.7　管の寸法　SDR17,SDR21

a

b
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表-3.8　管の寸法　SDR26,SDR33

a

b
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3.2.2　管継手の寸法

　ＥＦ継手受口部の寸法は表-3.9、およびＳＰ継手の挿し口部の寸法は表-3.10のとおりです。

表-3.9　ＥＦ継手受口部の寸法
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表-3.10　ＳＰ継手挿し口部の寸法
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3.3　性能
3.3.1　性能規格値
　管および管継手の性能規格値は表-3.11のとおりです。

表-3.11　管および管継手の性能規格値（ISO 4427 準拠）

《性能試験写真》

引張試験（試験前） 引張試験（試験中）

内圧クリープ試験（規定の時間で漏れ，破損なし）
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4.1　基本物性

　管の基本物性を表-4.1に示します。

表-4.1　基本物性（PE100）
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4.2　引張特性
　引張試験により求まる管の破断伸びは約 500 ～ 800％＊1、また管路機能面から見て実質的な最大伸びにな
ると考えられる降伏ひずみは約8～11％＊1です。さらに降伏点の応力、ひずみともひずみ速度の変化に対し、
大きくは変化しません。これは地震時の地盤変位吸収能力算定の面で非常に有利な特性であると言えます。

4.3　クリープ特性
　管の内圧クリープ曲線を図-4.2に示します。
　PE100 のグレード名の由来どおり、20℃・50 年後のフープストレスの 97.5％信頼下限値σLPL が 10.0MPa
以上となります。さらに従来の高密度ポリエチレン管とは異なり、クリープ線上に屈曲点は現れず、脆性破
壊領域が無いという優れた耐クリープ性を有しています。

図-4.1　引張試験結果
　　　※ 1：この値は規格値ではありません。

図-4.2　内圧クリープ曲線
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4.4　機能試験結果

　軟弱地盤や地震による地盤変位など、非定常な外力が加わった場合の管路の挙動を各種機能試験で評価し

ました。

注： この試験は、地震などの非定常状態での管路の挙動を調べるためのものであり、無理な外力が加わった

状態で長期間使用できることを保証するものではありません。施工に際しては、「施工マニュアル」に

記載の事項をお守りください。

4.4.1　引張試験

　（1）目的

　　　管路に引張が加わった場合のＥＦ接合部およびＢＦ接合部の強度を確認します。

　（2）方法

　　　 管同士をＥＦソケットで接合した供試体および管同士をＢＦ接合した供試体を、25mm/min の速度

で降伏まで引張り、降伏時の状態を確認します。

　（3）結果

　　　各供試体とも、管体は降伏したがＥＦ接合部およびＢＦ接合部に異常はありませんでした。

　（4）考察

　　　 本試験により、引張に対するＥＦ接合部およびＢＦ接合部の強度が管体と同等以上であることを確認

しました。

図-4.3　引張試験
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4.4.2　偏心へん平水圧試験

　（1）目的

　　　管路に偏心へん平が加わった場合のＥＦ接合部およびＢＦ接合部の耐水圧性を確認します。

　（2）方法

　　　 ＥＦ接合部およびＢＦ接合部近傍の管を外径の 30％偏心へん平させた後、水圧 2.5MPa を加え、その

まま２分間保持し、漏れ、その他の欠点の有無を調べます。

　（3）結果

　　　各供試体とも、漏れ、その他の欠点はありませんでした。

　（4）考察

　　　 本試験により、埋設時の不陸（基礎の空洞）や不等沈下により管路に過度のへん平が発生した場合で

も、ＥＦ接合部およびＢＦ接合部が耐水圧の性能規格を満足することを確認しました。

図-4.4　偏心へん平水圧試験
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4.4.3　曲げ水圧試験

　（1）目的

　　　管路に曲げが加わった場合のＥＦ接合部およびＢＦ接合部の耐水圧性を確認します。

　（2）方法

　　　 管同士の仰角が 30°以上になるように供試体を固定した後、水圧 2.5MPa を加え、そのまま 2分間保

持し、漏れ、その他の欠点の有無を調べます。

　（3）結果

　　　各供試体とも、漏れ、その他の欠点はありませんでした。

　（4）考察

　　　 本試験により、不等沈下などで管路に過度の曲げが発生した場合でも、ＥＦ接合部およびＢＦ接合部

が耐水圧の性能規格を満足することを確認しました。

図-4.5　曲げ水圧試験
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4.5　耐震性
　地震時に想定される地盤変動を受けた際に、管およびＥＦ接合部が「日本水道協会：水道施設耐震工法指
針・解説、2009 年版」に準拠した耐震安全性を有することを確認しました。

　※ 4.5　耐震性　の試験は、全て水道配水用ポリエチレン管（色：青）での確認結果です。

4.5.1　管軸方向引張試験
　（1）目的
　　　 地震時における地盤変位によって、管の管軸方向への引張力が作用した際の管体応力と管体歪みの関

係を求め、管の降伏歪みが地震時に想定される最大地盤歪み 2％以上であることを確認します。

　（2）方法
　　　 図-4.6に示すように、供試管の片端を反力壁に固定し、他端に油圧式アクチュエータで一定速度の管

軸方向強制変位を作用させます。

　（3）供試管
　　　公称外径 90、SDR11、長さ 1500mm

　（4）測定項目
　　　引張変位：載荷点（アクチュエータからの出力）引張荷重：載荷点（ロードセル）

　（5）条件
　　　引張速度：2.5cm/s、20cm/s、40cm/s、100cm/s
　　　変位：40cm（引張速度が 100cm/s の場合は 20cmおよび 40cm）
　　　試験温度：12.5 ～ 15℃および 23℃

　（6）結果
　　　 試験結果を図-4.7に、試験の状況を写真「管軸方向引張り試験の状況」に示します。管の降伏歪みは、

バラツキがあるものの約 8～ 11％であり、地震時に想定される最大地盤歪み 2％以上であることを確
認しました。

図-4.6　管軸方向引張り試験
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歪みの範囲が 1％以下であれば弾性範囲であると考

えられます。1％以下の範囲での引張り歪み－応力

関係から、試験データの下限値を採用し、

弾性係数をE=1 000MPa とします。

4.5.2　管軸方向圧縮試験

　（1）目的

　　　 地震時における地盤変位によって、管の管軸方向への圧縮力が作用した際の管体応力と管体歪みの関

係を求め、管の降伏歪みが地震時の地盤歪み以上であることを確認します。

　（2）方法

　　　 図-4.8に示すように、供試管に万能試験機（オートグラフ）で一定速度の管軸方向強制変位を作用さ

せます。

図-4.7　管軸方向引張り試験の結果

管軸方向引張り試験の状況
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　（3）供試管

　　　公称外径 90、180、SDR11、長さ 500mm

　（4）測定項目

　　　圧縮変位：載荷点（万能試験機の出力）

　　　圧縮荷重：載荷点（ロードセル）

　（5）条件

　　　圧縮速度：10mm/min ～ 250mm/min

　　　変位：10cm

　　　試験温度：23℃

　（6）結果

　　　 試験結果を図-4.9に、試験の状況を写真「管軸方向圧縮試験の状況」に示します。管の降伏歪みは、

引張り時と同様に約 8～ 11％であり、地震時に想定される最大地盤歪み 2％以上であることを確認し

ました。

図-4.8　管軸方向圧縮試験

管軸方向圧縮試験の状況（公称外径 180）

図-4.9　管軸方向圧縮試験の結果（公称外径 180）



4．機能

－26－

4.5.3　管軸方向繰返し伸縮試験

　（1）目的

　　　 地震時における地盤振動によって、管の管軸方向への繰返し歪みが作用した際の管体挙動を調べ、管

の耐震性能を確認します。

　（2）方法

　　　 図-4.10に示すように、供試管の片端を反力壁に固定し、他端に油圧式アクチュエータで一定変位　

振幅・一定周波数の繰返し強制変位を作用させます。

　（3）供試管

　　　公称外径 90、SDR11、長さ 1500mm

　（4）測定項目

　　　伸縮変位：載荷点（アクチュエータの出力）

　　　伸縮荷重：載荷点（ロードセル）

　（5）条件

　　　加振変位：± 1.5cm、± 4.5cm

　　　管軸方向歪み：± 1％、± 3％

　　　加振周波数：1Hz

　　　加振回数：50 回

　　　水圧：0.75MPa

　（6）結果

　　　 図-4.11に± 3％歪み入力時の入力変位、載荷点荷重および最大歪み（管中央部）を示します。各条件、

各供試管ともに、管体のき裂・降伏・過度な変形並びに漏れなどは見られませんでした。

図-4.10　管軸方向繰返し伸縮試験
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4.5.4　地割れ試験
　（1）目的
　　　管路に、大地震時に生じる地割れを想定した管軸方向の地盤変位を与え管路の変形挙動を調べます。

　（2）方法
　　　 図-4.12に示すように長さ 50mの土槽内に供試管をEF接合で配管・埋設し、水圧を負荷した状態で、

土槽中央部に油圧ジャッキで模擬的な地割れを発生させ、供試管の挙動を確認します。

　（3）供試管
　　　公称外径 180、SDR11、長さ 50m

　（4）測定項目
　　　地割れ変位：土槽中央部 2点（変位計）管体歪み：歪みゲージ（管軸方向）

　（5）条件
　　　負荷水圧：0.75MPa 地割れ速度：3cm/s 地割れ幅：50cm

図-4.12　地割れ試験

図-4.11　管軸方向繰返し伸縮試験の結果
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　（6）結果

　　　 測定された管軸方向への歪み分布を図-4.13に示します。50cm の地割れを受けた際の最大発生歪み

は約 3.2％であり、地盤変状に対する許容歪み（6％）以下でした。また、過度な変形や漏れ等の異常

が見られず、大規模な地割れを想定した場合でも、十分な安全性を有していることを確認しました。

4.5.5　段差沈下試験

　（1）目的

　　　 管路に、大地震時に生じる段差的地盤沈下を想定した管軸直角方向の地盤変位を与え、管路の変形挙

動を調べます。

　（2）方法

　　　 図-4.14に示すように、長さ 8mの土槽内に供試管を EF接合で配管・埋設し、土槽底部に設置した

電動式の沈下テーブルを片側 4m分だけ降下させることで模擬的に地盤の段差沈下を発生させて、供

試管の挙動を確認します。

図-4.13　管軸方向歪み分布

図-4.14　段差沈下試験

125 125
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　（3）供試管

　　　公称外径 125、SDR11、長さ 8m

　（4）測定項目

　　　地盤沈下量：土槽底部（沈下装置の出力）

　　　管体歪み：歪みゲージ

　（5）条件

　　　負荷水圧：2.5MPa（沈下終了後に負荷）

　　　沈下速度：2cm/min

　　　沈下量：50cm

　（6）結果

　　　 測定された管軸方向への歪み分布を

図-4.15に示します。最大発生歪み

は段差沈下境界部から沈下側へ約

1mの位置に生じていますが、その

値は50cmの段差沈下時でも約3.0％

であり、地盤変状に対する許容歪み

（6％）以下でした。また、沈下終了

後に 2.5MPa の水圧を 2分間負荷し

たところ、漏れなどの異常は見られ

ませんでした。 図-4.15　管軸方向歪み分布

50cm沈下時の管路変形状況50cm沈下時の地表面
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4.5.6　構造物際貫通部の段差試験
　（1）目的
　　　 構造物を貫通する管路に、段差的地盤沈下を想定した管軸直角方向の地盤変位を与え、管路の変形挙

動を調べます。

　（2）方法
　　　 図-4.16に示すように、長さ 4mの土槽内にコンクリート構造物を貫通させた供試管を埋設し、土槽

底部に設置した電動式の沈下テーブルを降下させることで模擬的に地盤の段差沈下を発生させて、供
試管の挙動を確認します。

　（3）供試管
　　　公称外径 63、SDR11、長さ 4m

　（4）測定項目
　　　地盤沈下量：土槽底部（沈下装置の出力）
　　　管体歪み：歪みゲージ

　（5）条件
　　　沈下速度：2cm/min
　　　沈下量：10cm

　（6）結果
　　　 計測された管軸方向の歪み分布を図-4.17

に示します。
　　　 土被り 60cm以下では管への影響が比較的

小さく、公称外径 63 ～ 250 の中で最も剛
性の低い公称外径 63 でも 10cm の沈下量
で歪みは 3.4％であり、地盤変状に対する
許容歪み（6％）以下でした。

　　　更に、他に実施した実験結果から以下の傾向が確認できました。
　　　　　・ 土被りの影響が顕著に見られ、管への影響を低減させる為には土被りを浅くすることが有効で

あることから、土被りは 60cm以下とする。
　　　　　・ 構造物際にＥＦソケットやベンド等の継手を設置した方が、歪みが大きくなることから、1m

以上、直線部を設ける必要がある（直線部にはＥＦソケットも含まない）。
　　　　　・局所的な変形を低減させる為に、貫通部はゴムシートで保護を行う。

図-4.16　構造物際貫通部の段差沈下試験

図-4.17　管軸方向歪み分布
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4.6　耐薬品性

　管の耐薬品性を表-4.2に示します。

表-4.2　耐薬品性一覧表（ご参考）
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4.7　耐候性

　（1）目的

　　　管の紫外線による影響を確認するために、耐候性を確認します。

　（2）方法

　　　 サンシャインカーボンアーク耐候性試験機にて供試体を照射した後に引張試験を行い、引張降伏強さ

や引張破断伸びの低下の有無を調べます。

　（3）条件

　　　・照射期間　：２年間

　　　・引張試験　：JWWA K 144に準拠

　（4）結果

　　　照射時間を実暴露期間相当に換算した供試体の引張試験結果を表-4.3に示します。

　　　10 年間の屋外暴露に相当する紫外線を照射した場合においても、性能の低下は見られませんでした。

表-4.3　屋外暴露後の引張試験結果
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≪機能試験写真≫

　　　

EF接合部引張試験（試験前） EF接合部引張試験（試験後）

BF接合部引張試験（試験前） BF接合部引張試験（試験後）

EF接合部曲げ水圧試験 BF接合部曲げ水圧試験
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5.1　基本事項

　管および管継手の配管設計に当たって、特に留意すべき基本事項は次のとおりです。

　① 管の温度が 40℃以上になるような場所には使用しないでください。

　② 管に直接ねじを切ったり、塗装をしたりしないでください。また、現場での加熱加工は厳禁とします。

　③  多量に灯油、ガソリン等の有機溶剤を扱う場所等での管の布設は、水質に悪影響を及ぼす場合があり

ますので、土の汚染度の確認、非汚染土による埋め戻し、更に影響を受けにくい経路の検討等を行っ

てください。

　④  一般の塩ビ管等に用いられるメカニカル継手等は使用しないでください。物理的には接合できても、

施工後に漏水の恐れがあります。管路の性能を十分に保持するため、専用の継手や継ぎ輪をご使用く

ださい。

5.2　使用範囲

　①  管は、最高許容使用圧力 1.60MPa（SDR11 の場合）、1.25MPa（SDR13.6 の場合）、1.00MPa（SDR17

の場合）、0.80MPa（SDR21 の場合）、0.60MPa（SDR26 の場合）、0.50MPa（SDR33 の場合）以下の配

管に使用します。

　② 管及び管継手の使用温度範囲は 0～ 40℃とします。

　③ 20 ～ 40℃の温度範囲で使用する場合の最大使用圧力は表-5.1の通りとします。

【解説】

最高許容圧力の温度依存

　 一般用ポリエチレン管はプラスチックであるため、金属と異なり、常温において明確な温度依存性を示し、高温側

で強度が低下します。管厚設計については後述しますが、その設計温度のベースは 20℃において行っています。

表-5.1　温度別の最大使用圧力
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5.3　内圧設計
　管の管厚は、設計水圧（内圧）における PE100 のMRS（最終要求強度）に対して安全率 1.25 となるよう
に、次のNaday 式により設定しました。

　　　

　　　ここに

【解説】
　 内圧を 1.60MPa とした場合、引張周応力は 8.0MPa となります。PE100 のMRS（最小要求強度）は 10.0MPa である
ため、安全率は 1.25 となります。

5.4　外圧設計
　（a）許容たわみ率
　　　 　とう性管の許容たわみ率は，主に水理特性や舗装面への影響から，一般に管外径の 5％以下とされ

ています。一般用ポリエチレン管もこの値を許容たわみ率とします。
　（b）許容曲げ応力
　　　 　管の外圧による曲げ応力に対する許容値は，同じ樹脂管である硬質塩化ビニル管と同じように，引

張降伏強さに対して安全率 2.5 を見込んだ値とします。従って，許容応力＝引張降伏強さ /安全率＝
20/2.5 ＝ 8.0MPa となります。

　（c）数値計算例
　　　　外圧に対する検討は，「水道施設設計指針」の計算式に準じます。

　　　　①土圧：マーストンの式

　　　　　　　　

　　　　　ここに，
　　　　　　

MRSS
2

1-SDRP
t2
t-DP

S
MPaPEMRS

tDSDR
mt
mD

MPaP
MPa

10100

=(1-sinφ)/(1+sinφ)

ρ

φ °
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　　　　②輪圧：ブーシネスクの式
　　　　　　　　

　　　　　ここに，

　　　　③曲げ応力とたわみ：スパングラーの式（修正式）

　　　　　ここに，

表-5.2　支承角係数

　 　①～③の計算式を用いて，管の外圧によるたわみおよび曲げ応力を各種土被りに対して計算しました。
計算結果を表-5.5～表-5.10に示します。なお，計算には以下の各数値を用いました。
　　　　　・埋戻し土の単位体積重量 ：18kN/m3 ＝ 0.000 018N/mm3

　　　　　・輪荷重の条件 ：25ton トラック 2台並走
　　　　　・ポリエチレン樹脂の曲げ弾性率 ：1 000MPa

 

α 

1

σ 12(r/t)2{ ′ r /12( I 0.061 ′ )}  

δ (2 )/( I 0.061 ′ )  

σ  ( )  

δ    

   

  1.5  

   

′  

  

  

 1 cm (=t3/12) 

  

表-5.3　モーメント係数

表-5.4　管頂部の溝幅
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表-5.5　管の外圧による曲げ応力とたわみ率の計算結果（SDR11 の場合）
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表-5.6　管の外圧による曲げ応力とたわみ率の計算結果（SDR13.6 の場合）
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表-5.7　管の外圧による曲げ応力とたわみ率の計算結果（SDR17 の場合）
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表-5.8　管の外圧による曲げ応力とたわみ率の計算結果（SDR21 の場合）
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表-5.9　管の外圧による曲げ応力とたわみ率の計算結果（SDR26 の場合）
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表-5.10　管の外圧による曲げ応力とたわみ率の計算結果（SDR33 の場合）
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5.5　水理設計
　管の流量計算は、次のHazen-Williams の式で行います。
　　Hazen-Williams 式（m-sec 単位）

　管が満水状態の場合、管内径を dとすると、径深 Rは d/4 となるため、上式を変形すれば次式のように
なります。

　一般用ポリエチレン管は内面が滑らかで経年変化の少ない管材ですので、鋳鉄管や鋼管、塩ビ管等と同等
以上の流量を確保することができます。流速係数 C=140 としたときの流量表を表-5.11～20、流量線図を
図-5.1～6に示します。

54.063.0 IRC84935.0V  

85.14.87-1.85-

0.205-83.038.0-

54.063.2

54.063.0

QdC666.10L
hI

IQC6258.1d
IdC27853.0Q
IdC35464.0V

mR
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mh
mhI

md
C
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mQ

:

sec/
sec/3
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単位：ℓ /sec

表-5.11　管の流量表（C=140）SDR11 の場合
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表-5.12　管の流量表（C=140）　　SDR11 の場合

単位：ℓ /sec
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表-5.13　管の流量表（C=140）　　SDR13.6 の場合

単位：ℓ /sec
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表-5.14　管の流量表（C=140）　　SDR13.6 の場合

単位：ℓ /sec



5．配管設計

－49－

 

単位：ℓ /sec

表-5.15　管の流量表（C=140）　　SDR17 の場合
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表-5.16　管の流量表（C=140）　　SDR17 の場合

単位：ℓ /sec
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表-5.17　管の流量表（C=140）　　SDR21 の場合

単位：ℓ /sec
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表-5.18　管の流量表（C=140）　　SDR21 の場合

単位：ℓ /sec
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単位：ℓ /sec

表-5.19　管の流量表（C=140）　　SDR26 の場合
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表-5.20　管の流量表（C=140）　　SDR33 の場合

単位：ℓ /sec
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図-5.1　管の流量線図（C=140）SDR11　公称外径 25 ～ 630
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図-5.2　管の流量線図（C=140）SDR13.6　公称外径　75 ～ 800
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図-5.3　管の流量線図（C=140）SDR17　公称外径　75 ～ 800



5．配管設計

－58－

図-5.4　管の流量線図（C=140）SDR21　公称外径　75 ～ 800
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図-5.5　管の流量線図（C=140）SDR26　公称外径　160 ～ 800
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図-5.6　管の流量線図（C=140）SDR33　公称外径　315 ～ 800
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5.6　支持間隔（参考）
5.6.1　横引き配管
　①荷重の検討
　　標準支持間隔の設計は、想定される荷重に対して、管路が安全であるように行う必要がある。

表-5.21　想定される荷重
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表-5.22　各種荷重の値
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　②計算式
　　　１）応力の計算式
　　　　　想定する荷重項目に応じて、管路を単純支持梁と仮定し応力計算を行う。
　　　　１－１）鉛直方向への曲げ応力
　　　　　a）管自重による曲げ応力（σ1）
　　　　　　　　

　　　　　　ここに、 M：管の曲げモーメント wl2/8（N･m）
 I：管の断面二次モーメント（m4）
 w：管自重（N/m）
 l：支点間隔（m）
 d：管の外径（m）

　　　　　b）EFソケット自重による曲げ応力（σ2）

　　　　　　ここに、 M：管の曲げモーメントwl/4（N･m）
 w：EFソケット自重（N）
　　　　　　　　　　　 　　　I, l, d：前記の通り

　　　　　c）水重による曲げ応力（σ3）

　　　　　　ここに、 M：管の曲げモーメント wl2/8（N･m）
 w：水重（N/m）
　　　　　　　　　　　 　　　I, l, d：前記の通り

　　　　　d）積雪荷重による曲げ応力（σ4）

　　　　　　ここに、 M：管の曲げモーメント wl2/8（N･m）
 w：積雪自重（N/m）
　　　　　　　　　　　 　　　I, l, d：前記の通り
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　　　　１－２）水平方向への曲げ応力
　　　　　a）風荷重による曲げ応力（σ5）
　　　　　　　　　

　　　　　　ここに、 M：管の曲げモーメント wl2/8（N･m）
 w：風荷重（N/m）
　　　　　　　　　　　 　　　I, l, d：前記の通り

　　　　　b） 地震荷重による曲げ応力（σ6）
管の自重、EFソケット自重及び水重による影響のみを考慮する。

　　　　１－３）軸方向応力
　　　　　a）内圧による軸方向応力（σ7）

　　　　　　ここに、 P：内圧 1.60（MPa）=1.60×106（N/m2）
 ν：ポアソン比 0.47
 t：管厚（m）
 d：前記のとおり

　　　　　b） 温度変化による軸方向応力（σ8）
温度変化による軸荷重は熱伸縮による管のたわみが一切発生しないとする。

　 　　　　　ここに、 α：管の線膨張係数 13 × 10－5（1/℃）
 Δ t：温度変化（℃）
 E：管の縦弾性係数 1300（MPa）=1300 × 106（N/m2）
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　　　２）たわみ量の計算
　　　　 　偏心圧縮柱の理論を適用する。ここでは、a）管自重、水重及び積雪荷重を等分布荷重とする偏

心荷重、b）EFソケット自重を中央集中荷重とする偏心荷重、c）熱応力を軸荷重として最大たわ
みδを下式によって導く。

　　　　　　δ＝（δ1＋δ2）・3（tanU－U）/U3 （m）
　　　　　　ここに、　　等分布自重によるたわみδ1＝5wl4/384EI （m）
　　　　　　　　　　　　集中荷重によるたわみδ2＝Wl3/48EI （m）
　　　　　　　　　　　　U=kl/2
　　　　　　　　　　　　k2=P/EI
 w：管自重、水重及び積雪荷重の合計値（N）
 W：EFソケット自重（N）
 l：支持間隔（m）
 I：管の断面二次モーメント（m4）
 P：熱荷重Δ tSαE（N）
 Δt：温度変化（℃）
 S：管の断面積（m2）
 α：管の線膨張係数 13×10－5（1/℃）
 E：管の縦弾性係数 1 300（MPa）=1 300×106（N/m2）

　③標準支持間隔の計算
　　　１）長期的照査基準例
　　　　 　管路としての安全性照査は支点間隔を設定した後、管体に発生する応力とたわみによって照査す

る。

表-5.23　長期的な安全性照査基準

　　　２）温度の検討〈参考〉
　　　　 　計算に使用する管体の年間温度変化の範囲及び基準温度（配管完了時の管体温度）の代表的な値

は表-5.24の通りとする。

表-5.24　通水後の管体の年間温度変化
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　　 　ただし、一般用ポリエチレン管は SUS 管や鋼管と比較して温度変化による軸方向の発生応力の影響
が大きいため、管内空虚時の管体の温度変化がなるべく小さくなるように考慮する必要がある。（管内
空虚時の管体の温度変化が 30℃以下になるようにすることが望ましい。）

　　 　特に夏季は直射日光やふく射熱によって管体の表面温度が著しく上昇する場合があるので次のような
対策を検討する必要がある。

　　　①管のどちらか一方の端部を自由にした状態で保温工を行う。
　　　②管の管体露出をなるべく避ける。（シートで直射日光を遮る等）
　　　③管の配管終了後直ちに注水を行う。

　３）標準支持間隔〈計算結果〉
　 　管体の温度変化を 20℃、積雪荷重なしで、許容たわみを支持間隔の 1/500 とした場合の計算結果は表
-5.25の通りである。

表-5.25　最大支持間隔（SDR11 の場合の計算結果）

【参考】
　国土交通省の公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）に掲載されている「横走り管の吊り間隔（ビニ
ル管及びポリエチレン管）」は「呼び径 80 以下が 1.0m以下、呼び径 100 ～ 300 が 2.0m 以下」である。
【参照文献】
　①水道施設耐震工法指針・解説　1997 年版　（日本水道協会発行）
　②水管橋設計基準（改正 4版）　WSP 007-99　平成 11 年 6 月 24 日改正（日本水道鋼管協会発行）
　③水管橋設計基準（耐震設計編）WSP 064-97　平成 9年 9月 24 日（日本水道鋼管協会発行）

図-5.3　横引き管支持方法
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5.7　熱伸縮
　管の温度変化による伸縮量は次式で計算されます。

　　　ここに、
 ΔL：伸縮量（mm）
 α：管の線膨張係数 13×10－5（1/℃）
 ΔT：温度変化（℃）
 L：配管延長（mm）

表-5.26　温度変化による伸縮量（SDR共通）

　また、管体には熱伸縮に伴いその伸縮を妨げる熱応力が発生することになります。
　熱応力は、次式によって計算されます。

　　　ここに、
 σ：熱応力（N/mm2）
 α：管の線膨張係数 13×10－5（1/℃）
 Δt：温度変化（℃）
 E：管の弾性係数=1 000（N/mm2）

表-5.27　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR11 公称外径 25 ～ 160

表-5.28　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR11 公称外径 180 ～ 630

LTL

Et
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表-5.29　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR13.6 公称外径 75 ～ 355

表-5.30　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR13.6 公称外径 400 ～ 800

表-5.31　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR17 公称外径 75 ～ 355

表-5.32　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR17 公称外径 400 ～ 800
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表-5.33　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR21 公称外径 75 ～ 355

表-5.34　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR21 公称外径 400 ～ 800

表-5.35　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR26 公称外径 160 ～ 355

表-5.36　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR26 公称外径 400 ～ 800

表-5.37　温度変化による熱伸縮力（kN）　SDR33 公称外径 315 ～ 800

　備考）熱伸縮力は次式により算出した。
　　　　　Pθ＝σθ・A×10－3    Pθ：熱伸縮力（kN）　　　A：管壁断面積（mm2）
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＜参考＞伸縮処理対策
　　 　一定区間毎に特定の曲がり部分または分岐部分で柔軟な動きをさせ、長さの変化を角度の変化に置き
換えることです。スイングさせる管の長さ aは、管の外径 dと吸収しようとする長さの変化ΔLの範囲
をもとに算出します。

　　 　管路は、長さの変化ΔLによって生じる可とう部分 LB の動きが、ブラケット、桁あるいは壁面など
に妨げられないように配置しなければなりません。必要な可とう部分 LB の長さは、図-5.8から得られ
ます。

図-5.7　伸縮処理対策

図-5.8　パイプ長さと可とう部長さ

L
T
BL
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　　 　長い直線管路で、設置時と使用時の温度差が大きい場合は、大きな長さの変化を吸収するために中間
に伸縮用の屈曲継手を設ける必要があります。場合によっては吸収装置を必要とすることもあります。

　　 　但し、屈曲継手や吸収装置は伸縮し易い構造で、管路の材質と同じ耐薬品性を持つものでなければな
りません。

　　 　使用時の温度が殆ど一定で、設置時の温度よりも高い場合は、配管時に予め、所定の変位長さ分だけ
管路長を短縮し、可とう部をスイングさせておくと有効です。この時、０ポジションでの管路長を基準
にして簡単に考えると温度差による全減少量ΔLは、次式で表されますが、配管ではこの変位長さΔL
を０ポジションの両側にΔL/2 ずつ配分すれば、可とう部長さ LB を短くすることができます。

　 

 　 参考資料：株式会社クボタケミックス技術資料

2
max instTTLL

maxT
instT

図-5.9　伸縮処理の一例
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5.8　管布設歩掛り（参考）
5.8.1　開削工歩掛

表-5.38　管据付工（10mあたり）
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表-5.39　ポリエチレン管布設工（SDR共通、継手工EF･BF 共通）
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表-5.40　ポリエチレン管切断工（SDR共通）




